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●1	 はじめに

当 研究所では、2 0 24 年度 から交 通分 野の国 際

的な研究機関であるOECDの国際 交 通フォーラム

（International Transport Forum: ITF）との共同研

究プロジェクトを開始した。この共同研究は、内閣府戦

略的イノベーション創造プログラム（SIP）第3期「スマー

トモビリティプラットフォームの構築」（石田東生プログ

ラムディレクター）におけるスマート・モビリティ・サービ

スのリ・デザインとして、中村文彦サブプログラムディレ

クター、有吉亮サブプログラムマネジャーとともに取り組

んでいる研究である。ビジョンとして「自由に自立して安

全・快適に環境・人・まちに優しく、皆が、モノが、サービス

が移動できるモビリティディバイドのない社会」を掲げて

おり、この実現に向けて、様々なモビリティ・サービスを活

用して都市交通のリ・デザインを進める方法論に関する

調査研究を実施している。

モビリティディバイドのない持続可能な地域交通の実

現は、都市部と地方部の両方において避けて通れない課

題である。こうした状況下で、新しいモビリティ・サービス

の社会実装やMaaSの導入等に関する取り組みが全国で

進められてきたが、その多くは表層的なサービス・アプリ

ケーション開発に留まることも多く、モビリティに関する

「データ」の整備・管理・共有のあり方、すなわちデータ

ガバナンスの視点が十分に取り入れられてこなかった。

そこで、世界各地の先進都市におけるスマート・モビリ

ティ・サービスを用いた交通のリ・デザインに関わる政策

と、それを支えるデータガバナンスの枠組みに着目し、日

本の地域社会への応用可能性を探るため、ITFと共同で

ケーススタディを実施した（写真－1）。欧州を中心とした

複数都市の政策と実装プロセスのケーススタディを実施

し、公共部門・民間事業者・市民の三者が協働しながら、

データを活用してモビリティの課題を解決していくための

制度的、技術的条件等を整理することを目的としている。

本共同研究は2カ年で実施することとしており、本報告

では、初年度に得られた成果を中心に、特にアントワープ

（オランダ）とビトリア＝ガステイス（スペイン）に焦点を

当てて結果を紹介する。

●2	 研究方法

本共同研究では、多様な都市におけるスマート・モビリ

ティ・サービスに関わる取り組みをレビューするケースス

タディを通じて、我が国における都市交通のリ・デザイン

のあり方を検討する上でのベンチマークとなる情報の収

集を行った。ケーススタディの実施にあたり、各都市の担

当者との意見交換を行っている。このうち、アントワープ

市とビトリア＝ガステイス市に関しては、POLIS年次総

会（カールスルーエ）のタイミングにあわせて、プレゼン

テーションと意見交換を中心としたワークショップを実施

した（写真－2）。

ケースタディの対象都市は7都市（ロサンゼルス、ベルリ

ン、メデジン、リヨン、ロッテルダム、アントワープ、ビトリ

ア＝ガステイス）であり、これらの都市を対象に、ビジョ

ン、交通手段の選択肢、空間配分、ガバナンス、データガ

バナンス、デジタルスキルの6つの視点で各都市の実態の

整理を実施した。

写真－1　ITF との共同研究締結
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●3	 初年度の研究成果の概要

初年度の調査・分析を通じて得られた国際的な事例か

ら、日本の文脈において特に参考となると考えられる知

見を報告する。中心となるのは、アントワープおよびビト

リア＝ガステイスの2都市である。両都市は、スマートモ

ビリティを通じて都市空間の再編と市民生活の質の向上

を目指す中で、データガバナンスのあり方を制度的・実装

的に定着させてきた好例である。

（1）�アントワープ：モビリティの複雑な課題に対応す

る広域都市圏の交通政策

アントワープ市は、港湾都市としての役割に加え、32自

治体で構成される大規模なアントワープ交通圏を構成し

ており、貨物輸送と通勤・通学の都市内移動が複雑に交

錯する状況にある。交通渋滞や環境負荷の増大といった

課題に対し、Routeplan 2030などの包括的な計画・政

策を打ち出し、データに基づいた意思決定と持続可能な

モビリティ・サービスを目指している。

a）ビジョン：Routeplan 2030による全体設計

アントワープ市が初めて持続可能なモビリティ計画（持

続可能な都市モビリティ計画:SUMPに該当）を策定した

のは2005年であり、2015年に改訂されている。そして、

2018年にはアントワープ交通圏を対象とした地域交通

計画であるRouteplan 2030を策定した。この計画で

は2030年までに自動車以外の持続可能な交通手段と

自動車のモーダルシェアをそれぞれ50％となるように移

行することを目標に掲げている。この計画は、交通政策

と投資の方向性を定める枠組みを提供するものとなって

いる。アントワープ地域の公共、民間のモビリティに関わ

る関係者の間で、交通政策と戦略的行動に関する広範な

合意の領域を明確にするためのものでもある。具体的に

は、アントワープ地域が目指す転換のための戦略的・戦術

的ロードマップが示されている。

b）データガバナンス

アントワープ、アントワープ交通圏、フランダース地方

はいずれも、モビリティの目標（特に、シームレスな複合

モビリティ）を達成する上で、モビリティ・データガバナン

スを中核的な課題の一つとしている。2020年に開始さ

れた集中的な協議期間を経て、フランダース地方は、利用

者、地方自治体、モビリティ事業者、MaaSプロバイダー、

データプラットフォームとの間で、拘束力のないMaaS枠

組み協定を策定した。この枠組みは、さまざまなステーク

ホルダー・グループに応じた具体的なコミットメントが示

されている。具体的には以下のとおりである。

①	� 交通事業者においては、料金や手数料の適用は、

MaaSプロバイダーが提供する付加価値に比例した

ものでなければならない。さらに、苦情の最初の窓口

についても、MaaSプロバイダーと合意しなければな

らない。

②	� MaaSプロバイダーは、持続可能な移動の原則を考

慮し、多様な輸送手段を包含する必要がある。その

サービスは透明性が確保され、すべての利用者が利

用可能であり、エンドユーザーがカスタマイズ可能な

ものでなければならない。

③	� 地方自治体は、データ共有とガバナンスに関するい

くつかの役割を担う必要がある。データ共有の面で

は、他の市場関係者に地域の交通に関するデータを

提供する必要がある。ガバナンスと規制の面では、

他の地方自治体との規制やライセンス制度を調整

し、一貫した環境を整備すべきである。さらに、紛争

解決の仲介役としての役割も果たすべきである。最

後に、オープンなMaaSエコシステムの普及を支援す

るために、エンドユーザーがMaaSソリューションを

簡単に発見できる仕組みを整備すべきである。

各主体の役割が明確に示されており、この考え方にもと

づいて、データガバナンスを機能させようとしている点は

興味深い。地方自治体の役割や関与の必要性も明確に示

されており、我が国においても参考になると考えられる。

（2）ビトリア＝ガステイス：先進的なビジョンと空間

政策による継続的な取り組み

ビトリア＝ガステイス市は、人口25万人ほどの中規模

写真－2　ワークショップの様子
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都市であるが、都市中心部の空間再編に成功し、歩行者・

自転車・公共交通の優先度を高めたモビリティ変革の先

進都市として国際的に注目されている。

a）ビジョン

市の初期の焦点は、ビジョンに対する市民のコンセン

サスを形成し、市政や市長が相次いで交代してもビジョン

が維持されるようにすることだった。当初、ビジョンは、

1979年から1999年まで市を率いた市長によって管理

されていた。2006年、市は「持続可能なモビリティのた

めの市民フォーラム」を設立し、将来のモビリティと都市

空間のビジョンを定義することに取り組んだ。2007年、

同フォーラムは、ビトリア＝ガステイスのモビリティと公

共空間に関する中心的な指針を示す「持続可能なモビリ

ティのための市民協定」を制定した。同フォーラムは、ビト

リア＝ガステイスの参加型市民ガバナンスの枠組みに統

合され、市民の意見に関する常設の協議機関として、また

市のモビリティ計画や政策への具体的な提言の発信源と

して運営されている。

2007年に、ビトリア＝ガステイス市は初の持続可能な

都市モビリティ計画「持続可能なモビリティと公共空間計

画（SUMpsP）」を策定した。計画は、持続可能なモビリ

ティのための市民フォーラムで策定されたモビリティ・ビ

ジョンを実現するための目標、行動、資金を定めたもので

ある。この当時から現在に至るまで、こうした考え方を堅

持して取り組みを継続してきた結果、国際的にも注目され

る高水準な交通体系が構築された。

b）空間再配分

ビトリア＝ガステイスのモビリティシステムの変革の

中核をなすのは、都市構造の基本的な構成要素である

「スーパーブロック」に焦点を当てた、公共空間の抜本的

な再編成である（写真－3～6）。人中心の空間としてスー

パーブロックを最初に位置付けて、それを土台に公共交通

網の再編を計画、推進してきた。また、スーパーブロック・

モデルに沿って、市は駐車場管理区域を再編成・拡大し

た。加えて、歴史的な市街地を皮切りに、高排出ガス車に

対する重点的な交通規制政策を実施している。こうした

取り組みの結果、トラムのみならず路線バスの利用者も

毎年のように増加することとなった。

2007年のSUMpsPでは、77のスーパーブロックの可

能性が定義され、そのうちの17のスーパーブロックの実

施に着手した。スーパーブロックの全面的な導入には、道

路空間の大幅な再配置と再設計が必要であり、既存の道

路空間へのアクセスや利用に影響を与える。スーパーブ

ロック・モデルについては幅広いコンセンサスが得られた

が、予算の問題や、完全な実施に関する地域的な懸念が、

迅速な展開が妨げられた。このため、市は「戦術的」スー

パーブロック戦略を採用し、完全なスーパーブロックの実

施には及ばないものの、それを支援する対策（例えば、可

能かつ適切な場合には、アクセス制限や規制、標識、駐

車スペースの撤去と再配置、交通速度の制限など）に重

点を置いて進めることとした。このような戦術的介入は、

スーパーブロック全体というよりは、特定の道路を対象と

することが多い。このように、計画で当初描いた姿通りに

最初からならずとも、取り組みを継続し、改善を通じて、

目標とする都市交通の姿の実現に一歩一歩近づいている

ことが興味深い。

写真－3　ビトリアの取り組み①：街路空間の再編

写真－4　ビトリアの取り組み②：�
道路標示で歩行者優先を表したタクティカルデザイン 
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●4	 おわりに

本研究の初年度では、欧州を中心とした7つの先進都

市における都市交通のリ・デザインの取り組みと、それを

支えるデータガバナンスの構造についてのケーススタディ

を行った。その結果、先進的な成果が得られている都市

では、マルチモーダルの明確なビジョンのもとで、20年

以上に及ぶ取り組みを継続してきた成果であることがわ

かる。政治情勢等の変化にもブレることなく継続してきた

成果と捉えることもできよう。骨太のビジョンのもとで、

取り組みの継続性を重視することが重要であることは、

我が国にとっても参考となると言えよう。

また、モビリティの持続可能性とユーザーの利便性を両

立するためには、単に技術を導入するだけでなく、制度と文

化に根ざしたデータの取り扱い方を設計し直すことが不可

欠であると認識し、データガバナンスに関する取り組みが

進められていることが確認された。こちらについては次年

度も調査を継続することで、我が国の参考となるデータガ

バナンスのあり方を模索していくこととしている。

本研究はまだ道半ばであるが、都市交通の未来を構想

するうえでのひとつの土台として、今後も議論と実践の往

復を通じて深化させていく所存である。引き続き、多くの

自治体、企業、研究者、そして市民とともに、持続可能で

誰一人取り残さないウェルビーイングな移動社会の実現

に向けて歩みを進めていきたい。

写真－5　ビトリアの取り組み③：�
河川を復元して親水空間を創出

写真－6　ビトリアの取り組み④：環状方向の電動BRT 




